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島根大学教育学部附属義務教育学校 後期課程 

令和 6年 10月 22日（火） 

「携帯電話の持込みについてのルール」（※「本校ガイドライン」より） 

❶ 家を出る時に携帯電話の呼び出し音を OFFにしたうえで、カバンにしまう。 

❷ 登校中から帰宅までは、携帯電話はカバンの中に入れ、災害時や犯罪に巻き込まれる等の緊急の

場合以外では、携帯電話を使わない。校外での学習、校外での部活動時も同様とする。 

❸ 校内での管理は、自らの判断により次の中から選択して行う。 

      ・自分のカバンの中に入れる。 

      ・校内に設置してあるダイヤルロック式の貴重品 BOXに入れる。 

         〔設置場所〕1F体育館前廊下 

2Ｆ多目的交流ホール前廊下 

3Fエレベーター前 

武道場 1F 

        ※いずれの場合も携帯用ソフトケースなどに入れ、携帯電話が直接見えないようにする。 

❹ 災害等の緊急時以外で、保護者から生徒の携帯電話への連絡はしない。 

 

 

学校への携帯電話の持込みについての Q&A 

 

Q1. 基本方針（4）について 

学校内で自分のカバンの中に入れていたが、気が付いたらカバンの中からなくなっていた。この場合でも

学校は責任を負わないのですか? 

A.  責任は負いませんが、捜索や状況調査はします。携帯電話の持込みは、原則持込み禁止のものを保

護者の申請により例外的に認めるものですので、学校内での管理も生徒自身でお願いします。「申請

書」を提出される際には、携帯電話を学校へ持ち込んだ場合、登下校時に持ち歩く場合の紛失や盗難

等のリスクも考えてご検討ください。 

 

 

Q2. ルール❶について 

「緊急地震速報」などの緊急速報「エリアメール」を受信した際に、警報音が鳴りますが、これらの設定も

OFFにすべきでしょうか? 

A.  まず、メーカー、機種によって、マナーモード設定中でも警報音が鳴るものと鳴らないものがあります。

お使いのメーカー、機種の設定をお確かめください。「緊急地震速報」などの緊急速報「エリアメール」

こそ自然災害発生時の大事な情報ですので、OFFにする必要はありません。 
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Q3. ルール❷について 

「ルール❷」に「校外での学習、校外での部活動時も同様とする」とありますが、土日・祝日などのサーク

ル活動時はどうですか? 

A.  サークル活動時の持込みについては、サークル活動委員会で検討されることになります。 

 

 

Q4. ルール❸について 

財布（現金）や定期券などの貴重品は、学級朝礼時に集め、終礼時まで学校で管理されていますが、な

ぜ、携帯電話の管理の選択肢として「学級朝礼で貴重品袋に入れ、預ける」がないのですか? 

A.  財布（現金）や定期券などは、学用品の購入や通学に必要な物ですから、学校に持ってくることを禁

止していません。持ってきた場合には、学級朝礼で預ける（貴重品袋に入れる）よう呼び掛け、提出され

たものは教員が預かっています。携帯電話の持込みは、それらとは違い、原則持込み禁止のものを申請

により例外的に認めるものです。従って、その管理責任は生徒・保護者の方でお願いします。教員が預

かることはしません。 

    ダイヤルロック式の貴重品 BOXを活用していただくことをお勧めします。 

 

 

Q5. ルール❸について 

ダイヤルロック式の貴重品 BOXは 4か所に設置とありますが、どこのものでも使用していいですか? 

A.  基本は、7 年生は 1 階、8 年生は 2 階、9 年生は 3 階のものを使用してください。部活動時には、そ 

れぞれの活動場所に近いところのものを使用してください。 

 

 

Q6. ルール❹について 

「ルール❹」に「災害時等の緊急時以外で、保護者から生徒の携帯電話への連絡はしない」とあります

が、例えば、家族内に不慮の事故等あった時に連絡したい場合は、どうしたらいいですか? 

A.  生徒が学校にいる時間帯であれば、学校に連絡してください。学校を出られたあとなどは、緊急性の

度合いによってご家庭で判断され、直ちに連絡が必要な場合には、生徒の携帯電話に連絡していただ

いても構いません。ご家庭で適切な判断をお願いします。 

 

 

Q7. 申請について 

申請書の提出ができるのは、今回だけですか? 

A.  今回は、管理ロッカーの必要数を見積もるためにこの期間に提出をお願いしています。この期間以外

にも提出は可能です。なお、許可有効期間は、その年度内としますので、申請が必要な場合は、毎年「申

請書」を新たに提出していただきます。 


